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株式会社光通信との合弁会社設立に関するお知らせ 

 

当社は、平成 20 年９月 24 日開催の取締役会において、株式会社光通信（本社：東京都豊島区、

代表取締役会長：重田康光、以下｢光通信｣)と合弁会社を設立することを決議いたしましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．合弁会社設立の趣旨 

当社は、Web コンサルティング事業において、当社の強みである Web マーケティングノウハウを

活かし、主力サービスのSEO*1やリスティング広告に加え、アフィリエイト広告、アクセス解析、Web

制作の受託等、顧客ニーズに即したサービスの提供に努めております。 

一方、光通信は、全国に広がる販売網を通じて、携帯電話、OA機器、ブロードバンド回線、イン

ターネット関連サービス等の販売・契約取次を行っており、その営業力には極めて高い評価があり

ます。また、光通信グループのネットワークには Web プロモーションを重要な販売戦略としている

企業も数多く含まれております。 

今回の合弁会社設立は、当社の Web プロモーション支援サービスの拡販を図るというニーズと光

通信の Web マーティングに係る競争力を向上させるというニーズが合致したことにより実現したも

のであります。当該合弁会社は、光通信グループ各社および光通信のビジネスパートナーに対して、

光通信の営業力と当社の商品力をもって、SEM*2サービスを導入することを主たる業務といたします。 

当社は、強みである SEM ノウハウに付加価値を与えることができる機能を外部から補完するため

のパートナーシップを構築し、販売機会の増大や新規ビジネスモデルの立ち上げを実現させること

が、安定的な成長を目指すための有効な手段の一つであると認識しています。 

今回の光通信との合弁会社設立は、光通信のもつ巨大な企業ネットワークおよび強固な営業力を

付加価値として、当社のサービスを効率的に拡販できる点で前述の戦略に即しています。また、当

社は、本合弁会社設立を同様のパートナーシップ戦略を実行していくための最適な嚆矢として捉え

ており、今後このようなパートナーシップを積極的に活用していきたいと考えています。 

*１ SEO(Search Engine Optimization)：検索エンジン最適化。顧客の Web サイトが検索エンジンの上位に表示されるように

サイトやリンク構造を最適化する技術。 

*２ SEM(Search Engine Marketing)：検索エンジンマーケティング。SEO とリスティング広告を合わせた総称であり、検索エ

ンジンを活用したプロモーション。 



 

２．合弁会社の概要 

(１) 商 号：株式会社フライト 

(２) 代 表 者：加藤 大昌（当社社員） 

(３) 所 在 地：東京都渋谷区道玄坂一丁目12番１号 

渋谷マークシティウエスト13階（予定） 
(４) 設 立 年 月 日：平成20年 10月１日（予定） 

(５) 主 な 事 業 の 内 容：SEM事業 

(６) 資 本 金： 7,000万円（予定） 

(７) 出 資 比 率：フルスピード51％、光通信49％ 

その他の具体的な内容につきましては、今後両社協議の上で決定してまいります。 
 

３．株式会社光通信の概要 

(１) 代 表 者：重田 康光 

(２) 所 在 地：東京都豊島区南池袋一丁目16番 15号光センタービル 
(３) 設 立 年 月 日： 昭和63年２月５日 

(４) 主 な 事 業 の 内 容：移動体通信事業 

       OA機器販売事業 

       固定回線取次事業 

       法人向け携帯電話販売事業 

       インターネット関連事業 

       保険代理店事業 

       ベンチャー投資事業     他 

(５) 資 本 金： 54,168百万円 

 

４．日程（予定） 

平成20年９月26日  合弁会社設立に関する合弁契約書締結 

平成20年 10月１日  合弁会社設立 

平成20年 10月１日  営業開始 

 

５．今後の見通し 

本件による影響は、現時点において軽微であると考えております。今後、具体的な内容を協議し

ていく過程で業績に重要な影響を及ぼすことが明らかになった場合には、速やかに開示してまいり

ます。 

 
 

以  上 


